
27



28

5G
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28GHz帯の100MHz幅について早期の制度化を目指す

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】
100M
Hz 
↑↓

他システムとの周波数共用条件が検討済
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土地の所有者による土地内利用 建物の所有者による屋内利用

自己の土地内等で利用

固定通信であればマンションの
①依頼を受けて所有者等利用
②依頼等なしで他者土地利用
のどちらでもサービス提供することが
可能

他者土地利用（固定通信）

他人の土地をまたいで利用する場
合は、他者土地利用

他者土地利用（固定通信）

所有者等利用（土地内） 所有者等利用（建物内）

所有者等利用（土地内）

マンションの敷地内に基地局もサー
ビスエリアも収まっているのであれば
土地内利用

所有者等利用（土地内）エリアがまたがる工場等（青点線）
が所有者等利用を開始する場合に
はエリア調整をする必要あり

道路に基地局を設置する場合には、
基本的に他者土地利用となる。

所有者等利用／他者土地利用① ②

「所有者等利用」の例

「他者土地利用」の例



31制度化に向けたスケジュール（想定）

4月12日
委員会

報告書案 5月
委員会

新世代モバイル通信
システム委員会

6月18日
分科会

答申

電監審諮問等制度化
省令案
作成

パブコメ

７月 9月
電監審

パブコメ
4/19～5/23

11-12月
官報掲載
（制度化）
個別免許開始

12月
委員会

1月
委員会

2月
分科会

答申

パブコメ

省令案
作成

パブコメ

3月末 5月
電監審

7-8月
官報掲載
（制度化）

作業班 作業班作業班会合開催

12月3日
委員会

ローカル５G検討作業班
28.2~28.3GHz
その他帯域（①②）
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34地域の魅力・活力を高める

■

・ 東京一局集中に代表される、都市・地方間の格差拡大と小規模市町村等の過疎化・衰退が加速化。

・ 少子高齢化の進展による超高齢化社会の到来とこれに伴う様々な地域課題解決の顕在化。

・ 効果的・効率的な地域課題解決方法や解決手法・ツールに関する、地域における認知度・理解・ノウハウ・人材の不足。

地域を取り巻く課題例地域を取り巻く課題例

VR・AR
XR

ドローン

ＡＩ
IoT

ウェアラブル

ロボット
エッジ・

コンピューティング

4K/8K
製造業 医療・

介護

生活・
くらし

安心・
安全

労働

モビリ
ティ インフラ

ブロック
チェーン

ビッグデータ

仮想化

マイナンバー
カード

リアルタイム監視等管理に
よる災害被害の抑制

0.2兆円

インタラクティブ型等の
遠隔教育サービスの普及

0.3兆円

EC普及・キャッシュレス
化等による消費の増分

6.8兆円

健康管理サービス等による
医療費・介護費増大の抑制

10.8兆円

労働生産性向上による
生産額低下の抑制

27兆円

農林
水産

観光

スマート農業・林業・
水産等に

よる成長産業化
1.3兆円

効率的な誘客等による
インバウンド消費の増加

0.8兆円

渋滞による経済損失
や事故発生の抑制

4.4兆円

エネルギー・見守り等スマー
トホームサービスの普及

1.8兆円

自動運転やテレマティク
ス保険等サービスの普及

1兆円

シェアリング関連
サービスの普及
0.2兆円

教育

遠隔診断・医療等高度な
医療サービスの普及

0.6兆円

テレワークによる労働投入
(通勤時間削減)効果

2兆円 サービス産業の生産性向上
等生産額低下の抑制

16兆円

家庭向けエネルギー
消費量の削減
0.09兆円

雇用創出

地域活性化

地域経済
循環向上

定住人口増

ICTを活用した
地元スポーツ振興
(未算出).



35（参考・「ＩＣＴインフラ地域展開戦略検討会」資料抜粋） 地域の社会課題及びICTソリューション例

•
•

•

1. 労働力

2. 地場産業

3. 観光

4. 教育

5. モビリティ

6. 医療介護

7. 防災・減災

8. マイナン
バーカード
利活用

課題 ソリューション 主な効果 高度ICTで広がる可能性（イメージ）

•
•

•
•

•
•

•

•

•

•

•

•
•

•
•

•

•

•
•

•
•

•
•
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•
•
•

•
•
•
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要は、

今日はここ



38キレイ！ 高精細・高臨場感の映像コンテンツ伝送

2-4Gbps 4-8Gbps

4.5GHz 28GHz

NTT

PLAY 5G

5G

5G

5G基地局・ユーザ端末を
模擬した試験装置

8K

スタンダードな利活用



39地元の雇用が増える動くサテライトオフィス

2-4Gbps 4-8Gbps

28GHz

NTT

5G TV

神山町のサテライトオフィス

5G
TV

5G

有線ネットワーク

高精細映像
通信システム

サテライトオフィス間・自宅間
等を移動中の車両上に実現
されたサテライトオフィス

高精細映像
通信システム

都内のオフィス

高精細映像
通信システム

車内のオフィス環境

こんな楽しい取組も！①



40地域を元気にする地酒づくり支援

5G, 4G/LTE, RFID

4G/LTE 28GHz(5G) 920MHz RFID

NRI KDDI

こんな楽しい取組も！②

•

•

•

•
•

•
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見本動画 児童生徒の表現・製
作活動を動画で記録 サーバー

5G基地局

動画共有 視聴・編集

サーバー上の動画を自由に加工・編集。
動画を活用して成果発表

体育館

楽しい学校内環境での教育用アプリケーション

2Gbps

28GHz

ATR KDDI • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

こんな楽しい取組も！③
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46絶対審査基準

※

※

5

MVNO

※１ ５Ｇ基盤展開率 ： 全国における５Ｇ高度特定基地局が開設されたメッシュの総和を、全対象メッシュ数（約4,500）で除した値をいう。
（注）メッシュ ： 「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」（昭和48年７月12日行政管理庁告示第143号）に定めた第２次地域区画をいう。

※２ ５Ｇ高度特定基地局 ： 理論上最速10Gpbs程度の通信速度を有する回線を使用する特定基地局であって、当該基地局以外の複数の特定基地局を接続可能なものをいう。
※３ 3.7GHz帯地球局、航空機電波高度計、4.5GHz帯公共業務用無線局、28GHz帯人工衛星局、電波の監視等
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【加点項目】

【加点項目】

MVNO
【加点項目】

※１ ５Ｇ基盤展開率 ： 全国における５Ｇ高度特定基地局が開設されたメッシュの総和を、全対象メッシュ数（約4,500）で除した値をいう。
※２ ５Ｇ高度特定基地局 ： 理論上最速10Gpbs程度の通信速度を有する回線を使用する特定基地局であって、当該基地局以外の複数の特定基地局を接続可能なものをいう。
※３ メッシュ ： 「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」（昭和48年７月12日行政管理庁告示第143号）に定めた第２次地域区画をいう。



48高度無線環境整備推進事業【電波利用料財源・新規】

スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス
（クロージャ等）

地域の拠点的地点

高速・大容量無線局の前提となる伝送路

※ ※ （※）財政力指数０．５以上の自治体
は国庫補助率１／３



49携帯電話等エリア整備事業の概要

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）、
伝送路施設（光ファイバ等）を整備する場合や、無線通信事業者等が基地局の開設に必要な伝送路施設や高度化施設（ＬＴＥ以降の無線
設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備に対して補助金を交付する。

施策の概要

ア 事業主体：地方公共団体 ←基地局施設・伝送路施設（設置）
無線通信事業者 ←高度化施設（設置）、伝送路施設（運用）

イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象：基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）、

高度化施設（ＬＴＥ以降の無線設備等）の設置費用

伝送路施設の運用費用（※中継回線事業者の設備の１０年分の使用料）

【１００世帯以上】

【１００世帯未満】

市町村
１/５

国
２/３

都道府県
２/１５

国
１/２

市町村

３/１０
都道府県
１/５

エ 負担割合：

（基地局施設の設置費用）
【１００世帯以上】

無線通信事業者
１/２

【１００世帯未満】

無線通信事業者

１/３

国
１/２

国
２/３

（高度化施設の設置費用・伝送路施設の運用費用）

イメージ図

（伝送路施設の設置費用）

※以下の事業主体の場合国の補助率が異なる
財政力指数0.3未満の有人国境離島市町村

（全部離島）は4/5
･道府県･離島以外市町村は1/2、東京都 1/3

離島市町村
１/３

国
２/３

地理的に条件不利な地域や事業採算上の問題がある地域において携帯電話等を利用可能とし、ＬＴＥ以降のシステムの
普及を促進することにより、電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保することを目的とする。


